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１　開業率と廃業率
（１）一口に開業率、廃業率といっても、その

統計データの取り方、算出方法には様々あり、

定義も異なるため、一概に単純比較はできない。

（２）一般に、政府統計を用いて開廃業率を算

出する方法として、次の３種類が挙げられるが、

それぞれ一長一短があり定義も異なることから、

中小企業庁が毎年発行している「中小企業白書」

では、必要に応じ各統計を使い分け、分析を行

っている。

①総務省「経済センサス」による算出

　わが国の事業所および企業を対象とする唯一

の全数調査であるが、調査の間隔が２～５年と

長く、毎年の補足が困難。

②厚生労働省「雇用保険事業年報」による算出

　毎年度の補足が可能であるが、対象が従業員

を雇っている事業所に限定される。

③法務省「民事・訟務・人権統計年報」および

国税庁「国税庁統計年報書」による算出

　毎年の補足が可能であるが、ペーパーカンパ

本県の起業の現状について
　わが国の開業率は欧米主要国と比べ大きく見劣りしている。政府が掲げる成長戦略「日本再
興戦略」では、「開業率が廃業率を上回る状態にし、米国・英国レベルの開業率・廃業率10％
台を目指す」ことを数値目標（KPI）として掲げ、様々な支援策を打ち出しているが、現状で
は依然として目標との乖離は大きい。本県の起業の現状は果たしてどうなのか、概説する。

図表１　わが国の開廃業率の推移（事業所数）

年 調査間隔
（月数） 期首事業所数 開業事業所数

開設件数
調査期間
（月数）

増加事業所数 年平均
増加事業所数

年平均
開業事業所数

年平均
廃業事業所数

開業率
（％）

廃業率
（％）

66～69 36 4,230,738 964,474 42 419,757 139,919 275,564 135,645 6.5 3.2

69～72 38 4,650,495 863,915 32 463,228 146,283 323,968 177,686 7.0 3.8

72～75 32.5 5,113,723 744,865 28.5 275,577 101,752 313,627 211,876 6.1 4.1

75～78 37 5,389,300 818,730 29.5 460,021 149,196 333,043 183,847 6.2 3.4

78～81 36.5 5,849,321 896,325 30 419,750 138,000 358,530 220,530 6.1 3.8

81～86 60 6,269,071 1,324,318 54 225,270 45,054 294,293 249,239 4.7 4.0

86～89 36 6,494,341 826,723 36 127,905 42,635 275,574 232,939 4.2 3.6

89～91 24 6,622,246 406,977 18 ▲80,505 ▲40,253 271,318 311,571 4.1 4.7

91～94 33.7 6,541,741 846,139 33.7 ▲9,761 ▲3,476 301,296 305,774 4.6 4.7

94～96 29.3 6,531,980 418,613 21 ▲29,056 ▲11,900 239,207 251,107 3.7 3.8

96～99 33 6,502,924 740,389 33 ▲318,095 ▲115,671 269,232 384,884 4.1 5.9

99～01 27 6,184,829 937,122 27 ▲65,768 ▲29,230 416,499 445,636 6.7 7.2

01年時点（1993年分類） 6,119,061

01～04 32 6,118,721 691,029 32 ▲408,747 ▲153,280 259,136 392,019 4.2 6.4

04～06 28 5,709,974 846,369 28 ▲7,193 ▲3,083 362,729 369,309 6.4 6.5

06年時点（2002年分類） 5,702,781

09～12 31 5,853,886 286,166 31 ▲430,968 ▲166,826 110,774 366,483 1.9 6.3

12～14 29 5,422,918 857,205 29 85,894 35,542 354,706 359,395 6.5 6.6

資料：中小企業庁「中小企業白書2017年版」（総務省「経済センサス」）
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ニーや休眠法人等が含まれる可能性があるほか、

個人事業主の開廃業率が補足できない。

（３）開業率は、ある特定の期間において、「新

規に開設された事業所（または企業）を年平均

にならした数」を「期首において既に存在して

いた事業所数（または企業）」に対する割合と

して算出する。同様に廃業率は、「廃業となっ

た事業所（または企業）を年平均にならした数」

の割合として算出する。

２　わが国の開廃業率の推移
（１）わが国の開業率の推移を総務省「経済セ

ンサス」に基づいてみると、1980年代初頭ま

では６～７％台で推移していたものの、以降は

概ね３～４％台に落ち込み、直近の2014年（平

成26年）は再び６％台を回復している（図表１）。

（２）同様に廃業率は、1990年代前半までは概

ね３～４％台であったものが、以降は５～７％

台へと高まっている。

（３）一般に開業率と廃業率には正の相関関係

があり、開業率が高くなると廃業率も高まる傾

向にあると言われているが、近年は廃業率が開

業率を上回る逆転現象が起きている。
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図表２　開廃業率の国際比較
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３　開業率の国際比較
　統計の取り方や算出方法が異なるため単純比

較はできないものの、わが国の開廃業率は米国、

英国、ドイツ、フランスと比較して、開業率、

廃業率とも総じて低水準にある。特に英国やフ

ランスの直近の開業率は12～14％台にあり、わ

が国の４～５％台とは大きな差異がある（図表

２）。

４　秋田県の開廃業率（全国および東北比較）
（１）本県の開業率を「地域経済分析システム

（RESAS）」の「創業比率」から調べてみた。

なお、RESASのデータは総務省「経済センサ

ス」に基づき算出されているが、「廃業率」は

示されていない。RESASによる本県の「創業

比率」は、直近2012－2014年で4.62％。これ

は全国で45番目に低い比率である。本県より

低いのは、山形県4.28％（46位）、和歌山県

4.24％（47位）のみであった（図表３）。

（２）これとは別に、厚生労働省「雇用保険事

業年報」に基づき算出してみると、本県の開業

率は2015年度2.8％で、全国最下位。同じく廃

業率は3.5％で、こちらは全国平均をやや下回

る（＝良い）水準となっている（図表４）。

（３）東京商工リサーチ秋田支店が公表した

2016年の新設法人動向調査の結果をみても、新

設法人率（2.5％）、人口一人当たりの新設法人

比率（0.039％）のいずれも、秋田県は全国最低

となっている（図表５）。

（４）東北各県との開業率比較

①RESAS（2012－2014年）では、高い順に、

宮城県8.20％、岩手県6.30％、福島県5.38％、

青森県5.35％、本県4.62％、山形県4.28％の

順となっている（図表３）。

図表３　都道府県別創業比率
09～12年 全国順位 12～14年 全国順位

北 海 道 1.95% 10 6.20% 13
青 森 県 1.40% 41 5.35% 28
岩 手 県 1.78% 18 6.30% 12
宮 城 県 2.09% 6 8.20% 2
秋 田 県 1.37% 43 4.62% 45
山 形 県 1.23% 47 4.28% 46
福 島 県 1.43% 39 5.38% 27
茨 城 県 1.43% 39 5.17% 33
栃 木 県 1.51% 33 5.13% 35
群 馬 県 1.47% 35 5.22% 31
埼 玉 県 1.87% 14 6.36% 10
千 葉 県 1.91% 11 6.58% 8
東 京 都 2.06% 7 8.46% 1
神 奈 川 県 2.15% 4 7.18% 5
新 潟 県 1.35% 44 4.74% 44
富 山 県 1.32% 45 4.83% 40
石 川 県 1.63% 25 5.35% 28
福 井 県 1.29% 46 4.83% 40
山 梨 県 1.40% 41 4.86% 39
長 野 県 1.45% 37 5.28% 30
岐 阜 県 1.47% 35 4.98% 37
静 岡 県 1.66% 22 5.70% 20
愛 知 県 2.01% 9 6.38% 9
三 重 県 1.56% 28 5.18% 32
滋 賀 県 1.84% 15 6.13% 15
京 都 府 1.55% 29 5.85% 17
大 阪 府 2.06% 7 6.95% 6
兵 庫 県 2.12% 5 6.76% 7
奈 良 県 1.66% 22 6.35% 11
和 歌 山 県 1.44% 38 4.24% 47
鳥 取 県 1.70% 20 5.52% 23
島 根 県 1.52% 32 4.89% 38
岡 山 県 1.71% 19 5.42% 26
広 島 県 1.83% 16 6.19% 14
山 口 県 1.65% 24 5.43% 25
徳 島 県 1.67% 21 4.82% 42
香 川 県 1.63% 25 5.62% 21
愛 媛 県 1.48% 34 4.79% 43
高 知 県 1.53% 30 5.00% 36
福 岡 県 2.26% 2 7.50% 3
佐 賀 県 1.63% 25 5.81% 19
長 崎 県 1.53% 30 5.17% 33
熊 本 県 1.91% 11 5.90% 16
大 分 県 1.80% 17 5.83% 18
宮 崎 県 2.16% 3 5.44% 24
鹿 児 島 県 1.90% 13 5.57% 22
沖 縄 県 2.62% 1 7.34% 4
資料：RESAS

あきた経済7⽉号_h.pdf   13 2017/07/07   11:04:34



あきた経済 2017.7 13

経済の動き

②厚生労働省「雇用保険事業年報」（2015年度）

では、高い順に、宮城県5.3％、福島県5.3％、

青森県3.6％、山形県3.4％、岩手県3.4％、本県

2.8％の順（図表４）。

③東京商工リサーチ「新設法人動向調査－新設

法人率」（2016年）では、高い順に、宮城県

4.6％、福島県3.7％、青森県3.3％、岩手県3.3％、

山形県2.8％、本県2.5％。本県は、東北はもち

ろん全国でも最下位となっている（図表５）。

（５）このように、統計データによって結果も

異なるが、いずれの統計データによっても、本

県の開業率が全国的に最低水準にあることは、

ほぼ間違いない。

５　県内市町村別の開業率
　次に、RESAS（2012－2014年）で県内各市

町村の開業率を比較してみたところ、秋田市

図表６　県内市町村別創業比率
09～12年 県内順位 12～14年 県内順位

秋 田 市 2.01% 2 6.59% 1
能 代 市 0.93% 18 3.76% 11
横 手 市 1.05% 13 4.03% 7
大 館 市 1.43% 5 4.34% 5
男 鹿 市 1.19% 9 3.39% 15
湯 沢 市 0.80% 21 3.43% 14
鹿 角 市 1.13% 10 2.83% 18
由利本荘市 1.30% 7 3.96% 9
潟 上 市 1.33% 6 5.16% 4
大 仙 市 1.22% 8 4.24% 6
北 秋 田 市 1.12% 11 3.35% 16
に か ほ 市 1.05% 13 3.49% 13
仙 北 市 1.03% 15 3.56% 12
小 坂 町 1.44% 4 2.81% 19
上小阿仁村 0.38% 24 1.31% 25
藤 里 町 1.02% 16 6.46% 2
三 種 町 0.66% 22 2.80% 20
八 峰 町 0.83% 20 4.03% 7
五 城 目 町 0.33% 25 2.38% 23
八 郎 潟 町 1.45% 3 2.60% 21
井 川 町 0.43% 23 2.31% 24
大 潟 村 2.42% 1 5.72% 3
美 郷 町 0.89% 19 3.91% 10
羽 後 町 0.95% 17 2.49% 22
東 成 瀬 村 1.10% 12 3.25% 17
資料：RESAS

図表５　東北各県の起業の割合
一人当たり 
新設法人
比率（％）

全国
順位

新　設
法人率
（％）

全国
順位

新　設
法人数

（15年比）

青森 0.049 42 3.3 34 629（　4.7％）

岩手 0.045 44 3.3 36 573（▲3.0％）

宮城 0.080 12 4.6 9 1,869（　7.0％）

秋田 0.039 47 2.5 47 389（▲7.2％）

山形 0.045 46 2.8 42 498（　5.7％）

福島 0.072 18 3.7 24 1,372（　3.3％）

資料：日本経済新聞（東京商工リサーチ「2016年新設法人動向調査」）

開業率 廃業率

北海道 4.2% 4.3%
青 森 3.6% 3.7%
岩 手 3.4% 3.4%
宮 城 5.3% 3.3%
秋 田 2.8% 3.5%
山 形 3.4% 3.2%
福 島 5.3% 3.1%
茨 城 5.3% 3.3%
栃 木 4.4% 3.3%
群 馬 5.1% 3.8%
埼 玉 6.8% 3.5%
千 葉 6.5% 4.3%
東 京 5.6% 3.7%
神 奈 川 6.3% 4.1%
新 潟 3.1% 3.4%
富 山 3.7% 3.5%

開業率 廃業率

岡 山 4.8% 3.7%
広 島 4.4% 3.6%
山 口 4.1% 3.6%
徳 島 4.2% 2.9%
香 川 4.3% 3.2%
愛 媛 4.5% 3.8%
高 知 4.1% 3.6%
福 岡 6.1% 4.4%
佐 賀 4.7% 3.6%
長 崎 4.1% 3.6%
熊 本 5.3% 3.2%
大 分 4.6% 4.0%
宮 崎 4.8% 4.1%
鹿 児 島 4.3% 3.5%
沖 縄 7.0% 3.7%

全 国 計 5.2% 3.8%

開業率 廃業率

石 川 4.3% 3.5%
福 井 3.7% 3.3%
山 梨 4.7% 3.5%
長 野 4.0% 4.0%
岐 阜 4.6% 3.7%
静 岡 4.6% 3.9%
愛 知 6.1% 4.0%
三 重 5.3% 3.6%
滋 賀 4.3% 4.9%
京 都 4.7% 4.6%
大 阪 5.9% 3.6%
兵 庫 5.2% 4.2%
奈 良 4.7% 4.3%
和 歌 山 4.5% 3.1%
鳥 取 4.2% 3.5%
島 根 3.3% 4.2%

図表４　都道府県別開廃業率（2015年度）

資料：中小企業庁「中小企業白書2017年版」（厚生労働省「雇用保険事業年報」）
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6.59％、藤里町6.46％が突出して高く、以下大

潟村5.72％、潟上市5.16％、大館市4.34％が

続く。逆に開業率が低いのは、上小阿仁村

1.31％、井川町2.31％、五城目町2.38％、羽後

町2.49％、八郎潟町2.60％など（図表６）。

６　開業率が低い要因
（１）一般に開業率が低い要因としては、起業

にかかる環境等の外的要因と、就業者側の意識

などの内的要因の両方があるものと考えられる。

（２）外的要因としては、

①新規事業が生まれにくい市場の成熟度

②人口減少にともなう労働力の不足やマーケッ

トの縮小

③起業にかかる手続き面や、起業後の事業運営

（財務・会計・金融など）にかかる諸手続き等

の煩雑さ

④起業に対する社会的評価の低さ

⑤起業を支える個人投資家（エンジェル）の不

足、資金調達の困難

⑥失敗した際の再チャレンジの困難（失敗に対

し非寛容的な社会）

などが挙げられる。

（３）一方、内的要因としては、

①収入保証がないことに対する不安感

②医療保険や年金等の社会保障負担に対する不

安感

③失敗を恐れるリスク回避志向や安定志向の強

さ

④自己の能力に対する自信の欠如

などの心理要因が主に挙げられる。

（４）小中高生への「将来なりたい職業」アン

ケートの結果などを見ると、一般に年齢レベル

が上がるにつれて現実的な回答が増えていき、

起業家よりも公務員などの回答が上位に来る傾

向が窺える。親が子に「将来就かせたい職業」

でも、トップに来るのが公務員という状況では、

起業を目指す意欲的な人材がなかなか増えてい

かないのも、ある意味当然と言える。

７　開業率引き上げのためには
（１）開業率を引き上げるために必要なことは、

①将来の起業希望者を増やすことと、②その起

業希望者の起業を支援し、起業を実現させるこ

と、に集約される。

（２）まず、起業希望者を増やすためには、起

業意欲を高めるような周辺環境が必要だろう。

チャレンジ精神を育むためには、親や教育機関

等を含む意識改革が求められる。地域社会にも、

新しいものを受け入れる寛容さと、失敗しても

再チャレンジしやすい制度環境づくりが求めら

れるだろう。一朝一夕に変えることは難しいが、

周辺に起業の成功体験が集積されていけば、確

実に起業希望者は増加していくものと思われる。

（３）次に、起業希望者の起業支援としては、

資金面や、起業および起業後の事業運営（財務・

会計・税務・金融など）にかかる専門的知識・

スキルの提供、販路開拓などに対する支援や、

相談できる仲間の存在が重要と思われる。

　わが国では欧米のようなエンジェルと呼ばれ

る個人投資家がほとんど存在せず、資金調達面

がしばしば起業に際してのネックとなっていた

が、近年ではクラウド・ファンディングなどの

金融手法が広まり、資金調達手段は以前よりは

るかに弾力化が進んでいる。

　起業手続きについても、制度改正や規制緩和

による簡略化が進んでおり、株式会社に比べ設

立費用が安く手続きも簡便な「合同会社」など
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の組織形態も創設されており、起業を支援する

仕組みや制度は、着実に充実がはかられてきて

いる。これら様々な分野の起業支援者のネット

ワークを構築できれば、起業希望者にとって心

強い存在となることは間違いない。

（４）近年、特に発展の著しいネット・ビジネ

スは、リアル店舗を構える資金的リスクをとも

なわず、しかも県外や場合によっては海外など

もマーケットとすることができるため、比較的

起業しやすい分野と考えられる。

　このような形態のビジネスの場合、主業を別

に持っている者がサイド・ビジネス的に起業す

るケースも想定されるが、多くの企業は副業禁

止規定を設けている。本格的な脱サラ前に試行

的に起業を試す機会を与え、起業を促進するた

めには、かかる副業禁止規定の弾力運用や緩和

措置なども有効と思われる。

８　行政等による開業支援
（１）政府は、2013年6月に閣議決定したア

ベノミクスの成長戦略「日本再興戦略」におい

て、開業率が廃業率を上回る状態にし、米国・

英国レベルの開業率・廃業率10％台を目指す

との数値目標を掲げた。昨年の「日本再興戦

略2016」でも、その目標を引き継ぎ、併せて「起

業活動指数」（「起業家精神に関する調査」に

おいて、「起業者・起業予定者である」との回

答を得た割合）を今後10年間で倍増させるこ

とや、ベンチャー企業へのベンチャーキャピタ

ル投資額の対名目ＧＤＰ比を2022年までに倍

増とすることなどを目標として掲げ、実現のた

めに、「創業支援事業認定制度」など「産業競

争力強化法」に基づく創業支援（助成金の交付、

借入保証制度の創設、専門家の紹介など）の推

進に注力している。

（２）本県でも、公益財団法人あきた企業活性

化センターや秋田商工会議所などが、起業支援

の取組みを積極的に行っており、実際に利用し

た起業者からその有益性を高く評価されている。

秋田市は、中心市街地での空き店舗活用出店支

援の要件を緩和し、本年度既に12件採択した。

９　おわりに
（１）決して起業ばかりを偏重するものではな

いが、将来の就業において起業の割合を高める

ことは、地域経済や産業の新陳代謝を高め、よ

り多くの雇用を生みだすことにつながる。この

場合、単に起業率・開業率を引き上げるだけで

は意味がなく、起業後の事業の継続性が重要で

あろう。数値目標を掲げ無理に開業率を高めて

も、長続きせず失敗する起業者を増やす（廃業

率を高める）だけでは、逆効果になりかねない。

（２）そのためには、経営の３要素である「ヒ

ト・モノ・カネ」が集まり易い環境を地域に整

えることが重要となる。特に、取扱商品・サー

ビスの専門性や独自性が高ければ、全国区ある

いは海外も含め需要が創出され、求めて来秋す

る人口や機会が増える。それがまた新たな起業

を生み、集積効果が上がればやがては県産業の

構造改革にもつながり、経済活性化の好循環の

仕組みができることになる。

（３）本県は、現在、上場企業数（県内に本社

のある）も全国最低水準にあるが、過去には

TDK創業者の齋藤憲三氏や新潮社創設者の佐

藤義亮氏など、後に全国区となった企業の創始

者を輩出した例もある。本県で将来上場するよ

うな活力のある起業者が増えてくることを大い

に期待したい。 （工藤　修）
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